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２０２２年度　環境経営レポート



事業者名 株式会社　サイエイヤマト

代表取締役 町田　豊

所在地 埼玉県さいたま市岩槻区西原台一丁目１番１０号

設立 昭和４０年８月

資本金 ２千万円

売上高 ９８２百万円（令和4年3月20日決算完成工事高）

従業員数 ２１名

延べ床面積 ５０８．４㎡

事業の概要

認証対象範囲 全組織・全活動

連絡担当者 営業部　部長代理　髙垣　直矢

組織の概要

建設業（管工事／土木工事）



基本理念

行動指針

（1）二酸化炭素排出量の削減
（2）廃棄物排出量の削減
（3）水使用量の削減

２．環境経営の継続的改善を実施します。

３．環境関連法規などを遵守します。

４．周辺地域の生活環境を損なわないように公害防止に努めます。

５．エコアクション21の取組に対して、全従業員参加の活動をします。

６．環境経営方針は公開します。

制定日

株式会社　サイエイヤマト

代表取締役　町田　豊

環境経営方針

私たちは、常に業界最高の「技術とものづくり」の力を追求し、価値の高
い製品・サービスの提供を通して、地域社会の発展と健全な未来づくりに
貢献します。
(1)自然と調和し、豊かな地域社会づくりに貢献します。
(2)変化に対応し、創造と革新に挑戦します。
(3)人間性を尊重し、活力ある人づくりの経営に徹します。

基本理念の実現に向け、環境問題への負荷の低減と資源リサイクル活動を
通じて自然と共存できる社会責任を果たすことを重要な経営課題として位
置付け、次のとおり、環境負荷の継続的な改善を図ります。

１．事業活動に伴う環境負荷を低減し、環境への負荷を最小限にとどめ
    るため、次の取組を行います。

2021年4月1日



　　　　　　　役割
役職

全社員
１．目標・計画のうち自部門に関するものの実施

２．緊急事態への対応

部門総括管理者
及び部門管理者

１．自部門の環境目標、環境実行計画の策定・実施

２．苦情、要望等の把握、報告、対応の実施

３．緊急事態対応訓練の実施

４．是正・予防措置の実施

５．自部門の活動計画の実施及び達成状況の報告

６．代表者による改善事項指示の実施

EA21事務局

１．ＥＡ２１活動全般の推進

２．環境負荷の自己チェック、取組の自己チェックの実施

３．環境活動目標・計画の原案の作成

４．環境活動実績集計

５．環境関連法規取りまとめ表の作成、遵法評価の実施

６．環境経営レポートの作成、公開

７．ＥＡ２１文書類の保管・管理

環境管理責任者

１．ＥＡ２１活動全般の構築・運用

２．環境経営目標・環境活動計画の承認

３．取組状況の把握・評価

４．環境関連法規の取りまとめ表・遵法評価の承認

５．教育・訓練計画の承認

６．代表者の指示の関連部署への実施指示

７．ＥＡ２１の実施状況を経営者へ報告

環境経営組織図

実施体制（役割/責任/権限）

責任及び権限

代表者及び副代表者

１．経営における課題とチャンスを整理し明確にする

２．環境経営方針の策定及び従業員への周知

３．環境管理責任者の任命

４．環境経営資源の確保

５．全体の取組状況の評価と見直し・指示

６．環境活動レポートの承認

営業部 部長 工事部 部長 設備課 課長

EA21事務局
管理部門総括管理者 土木部門管理者（工事部）

管理部 部長 上下水道課 課長

代表者

代表取締役

副代表者

専務取締役

環境管理責任者 工事部門総括管理者 設備部門管理者（工事部）



基準値 対象期間

（2021/07～
2022/06）

（2022/07～
2023/06）

電力使用量削減 ｋＷｈ 19,464 △1.0% 19,269

ガソリン使用量削減 ℓ 15,560 △1.0% 15,404
建
設

ガソリン使用量削減 ℓ ＊本社に含む △1.0%

ｋｇ-CO2 44,955 △1.0% 44,505

㎥ 55.2 △1.0% 54.6

一般廃棄物 ｋｇ 590 △1.0% 584

産業廃棄物 ton －

産業廃棄物 ton －

特別管理産業廃棄物 ton －

％ 98.9

ｋｇ －

提案、設計、施工 件 4

地域清掃活動等 件 12

注1)対象年月はトライアル期間を除いた2021年7月～2022年6月とする

注2）電力のＣＯ2換算係数：東京電力エナジーパートナー　2019年実績　0.455kg-CO2／ｋＷｈ

注3）電気使用量、水使用量は共用のため社員数による比率により使用量を案分して算出している。

注4）産業廃棄物の再資源化率は年間の数値としている。

環境配慮
サービス
の取組み

Ｃ
Ｏ
２
排
出
関
連

本
社

環境経営目標

目標項目 単位

削減率
(△)
or

増加率
(－)

95.0％以上を目標とする。

発注者側に積極的な提案を実施する。

毎月実施する。

適正管理に努める。

温室効果ガス排出量の削減

水使用量の削減

適正管理に努める。

本
社

産業廃棄物の再資源化率

適正管理に努める。

建
設

廃
棄
物
関
連

化学物質管理

適正管理に努める。



単位
基準値

2021年度
（7-6）

削減率／
増加率

2022年度
（7-6）

2023年度
（7-6）

2024年度
（7-6）

目標値 19,269 19,075 18,880

削減率 1.0% 2.0% 3.0%

目標値 15,404 15,249 15,093

削減率 1.0% 2.0% 3.0%

目標値 － － －

削減率 － － －

目標値 44,505 44,056 43,606

削減率 1.0% 2.0% 3.0%

目標値 54.6 54.1 53.5

削減率 1.0% 2.0% 3.0%

目標値 584.1 578.2 572.3

削減率 1.0% 2.0% 3.0%

目標値

削減率 − − −

目標値

削減率 − − −

目標値

削減率 − − −

目標値

削減率 − − −

注1)対象年月はトライアル期間を除いた2021年7月～2022年6月とする

注2)電力のＣＯ2換算係数：東京電力エナジーパートナー　2019年実績　0.455kg-CO2／Kwh

注3)電気使用量、水使用量は共用のため社員数による比率により使用量を案分して算出している。

ｶﾞｿﾘﾝ使用量削減 ℓ 15,560

環境経営目標（中長期）

目標項目

Ｃ
Ｏ
２
排
出
関
連

本
社

電力使用量削減 Kwh 19,464

建
設

ｶﾞｿﾘﾝ使用量削減 ℓ
＊本社に

含む

水使用量の削減 ㎥ 55.2

温室効果ｶﾞｽ排出量の削減
ｋｇ
-CO2 44,955

適正管理に努める

化学物質管理 kg
適正管理に努める

現
場

廃
棄
物
関
連

特別管理産業廃棄物

本
社

一般廃棄物 ｋｇ 590.0

産業廃棄物 ton
適正管理に努める

ton

産業廃棄物の再資源化率 ％ 98.9

産業廃棄物

ton
適正管理に努める

環境配慮
ｻｰﾋﾞｽの
取組み

提案、設計、施工 回 4 発注者側に積極的な提案を実施する。

地域清掃活動等 回 12 毎月実施する。

95.0％以上を目標とする。



対象期間（２０２２年０７月から２０２３年０６月）

目標 実績

電力使用量の削減

・冷暖房時の室内温度の管理

・電気消灯の徹底

・ｸｰﾙﾋﾞｽﾞ･ｳｵｰﾑﾋﾞｽﾞの推奨

ｶﾞｿﾘﾝ使用量の削減

・定期点検を着実に実施する

・ｱｲﾄﾞﾘﾝｸﾞｽﾄｯﾌﾟの励行

・運転席に｢ｴｺﾄﾞﾗｲﾌﾞ10のすすめ｣を常備

ｶﾞｿﾘﾝ使用量の削減

・定期点検を着実に実施する

・ｱｲﾄﾞﾘﾝｸﾞｽﾄｯﾌﾟの励行

・運転席に｢ｴｺﾄﾞﾗｲﾌﾞ10のすすめ｣を常備

温室効果ｶﾞｽ排出量の削減（kg-CO2） kg 44,505 41,285 ○

目標達成
・次年度に向け目標値の再
策定を検討する。

水使用量の削減

・節水を心がける

・漏水を防ぐ

一般廃棄物の排出量削減

・紙資源の節約

・文書類の電子化

・廃棄物の分別徹底

・OA機器の長期使用を心がける

・使い捨て(紙ｺｯﾌﾟ等)の使用や購入を抑制

産業廃棄物の適正管理

・廃棄量の把握

産業廃棄物再資源化率

・ﾘｻｲｸﾙの徹底

環境配慮への提案

・資材ﾕﾆｯﾄ化による廃材発生量の削減

・資材搬入路の適正化

清掃活動等

・清掃活動（社屋廻り）

産業廃棄物
の削減

建
設

本
社

一般廃棄物量
の削減

環境配慮ｻｰﾋﾞｽ
の取組み
提案件数

提案/設計/施工

建
設

建
設

本
社

－ －

引き続き、取り組む
（本社ガソリン使用量に含
む）

ℓ －

580.0584.1kg

49.954.6㎥
本
社

○

ton

環境経営目標と実績・評価、次年度の取組み

活動項目
達成状況

評価
評価

(結果と次年度の取組み)
単位

目標達成
・引き続き、削減に努める

目標達成
・引き続き、削減に努める

二酸化炭素
排出量
の削減

水使用量
の削減

○14,31015,404ℓ

本
社

大型案件稼働により、前年
同年比の2倍となったが、
適正管理は行われている。

12

目標達成
・引き続き、エアコン適正
温度の設定、不要な照明の
消灯に努める。

目標達成
・引き続き、エコドライブ
10を実施し、燃料使用量の
削減に努める。

○17,77219,269

目標未達成
配管のﾕﾆｯﾄ化による提案は
2件。1件は既に完成。（嵐
山庁舎熱源）

－
適正
管理

適正
管理

回

目標達成
・継続していく。

kWh

〇

（総括）
化学物質使用量については少量の使用量のため目標管理とせず、適正処理目標とする。
電気使用量及びガソリン使用量が目標値を大幅にクリア（7％強削減）した。
乗用車の入替を１台予定（ガソリン車→ハイブリット車）としているため、更にＣＯ２削減が見込まれるが、今後も基本的な
節電対策、エコドライブ１０を継続実施し、環境配慮に努めた事業活動を行っていく。

％

×4 2件

○12地域貢献

－98.195.0



責任者 環境活動実施項目 評価
次年度の
取組み

定期点検を着実に実施する ○ 継続実施

ｱｲﾄﾞﾘﾝｸﾞｽﾄｯﾌﾟの励行 ○ 継続実施

運転席に｢ｴｺﾄﾞﾗｲﾌﾞ10のすすめ｣を常備 ○ 継続実施

冷暖房の室内温度の徹底 ○ 継続実施

電気消灯の徹底 ○ 継続実施

ｸｰﾙﾋﾞｽﾞ･ｳｵｰﾑﾋﾞｽﾞの推奨 〇 継続実施

紙資源の節約 ○ 継続実施

文書類の電子化 ○ 継続実施

廃棄物の分別徹底 ○ 継続実施

使い捨て(紙ｺｯﾌﾟ等)の使用や購入を抑制 △ 継続実施

OA機器の長期使用を心がける ○ 継続実施

ﾘｻｲｸﾙの徹底 ○ 継続実施

ﾏﾆﾌｪｽﾄによる適正管理 ○ 継続実施

節水を心がける 〇 継続実施

漏水を防ぐ 〇 継続実施

管理部門
総括管理者

分別の徹底 ○ 継続実施

資材ﾕﾆｯﾄ化による廃材発生量の削減 △ 継続実施

資材搬入路の適正化 ○ 継続実施

行政､住民､取引先に環境経営ﾚﾎﾟｰﾄの配布 〇 継続実施

地域のﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動に積極的に参加 ○ 継続実施

管理部門
総括管理者

工事部門
総括管理者

管理部門
総括管理者

環境管理
責任者

工事部門
総括管理者

一般廃棄物
の削減

環境ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ及び
社会貢献

自らが施工・販売・提供
する製品の環境性能の向
上及びｻｰﾋﾞｽの提供

産業廃棄物の
再資源化の向上

水使用量の削減

産業廃棄物
の削減

廃
棄
物
の
削
減

環境経営計画と実施状況の評価及び次年度の取組み
【評価】　既に取り組んでいる活動には”○”、さらに取組が必要は活動には”△”、取り組んでいない活動には”×”

二
酸
化
炭
素

排
出
量
の
削
減

管理部門
総括管理者

項目

管理部門
総括管理者

電気使用量
の削減

ｶﾞｿﾘﾝ使用量
の削減
（本社/建設）



　最新状況確認日：2023/07/01

　遵守状況確認日：2023/07/07

区
分

法規等名称・法規等の要求事項
対象物
施設等

実施状況
確認資料

最新
状況
確認

遵守
状況
確認

収集業者と処分業者と
個別に契約しているか 契約書締結 ○ ○

委託品目が許可されているか 許可証確認 ○ ○

廃棄物処理業者が適正に
処理できることを確認しているか

数年に一度
処理場視察努力

○ ○

B2票､D票は90日以内に､
E票は180日以内に戻っているか

台帳確認
（各現場竣工図書）

○ ○

ﾏﾆﾌｪｽﾄを5年間保管しているか
台帳確認
（各現場竣工図書）

○ ○

毎年ﾏﾆﾌｪｽﾄ報告書を県に
提出しているか(毎年6月30日まで)

報告書提出
日付確認

○ ○

種類､管理者名､保管量を
表示しているか(大きさ60㎝×60cm) 置場確認 ○ ○

飛散､流出､悪臭がない様に
しているか 置場確認 ○ ○

分別保管しているか 置場確認 ○ ○

資源有効利用促進法
機器類の長期使用努力､3Rの実施､
ﾒｰｶｰの回収義務に協力

車両・PC・
複合機

※全車両ﾘｰｽの為
　該当無し

○ −

建設ﾘｻｲｸﾙ法
対象工事の着手前7日前までに知事へ届出
特定建設資材廃棄物のﾘｻｲｸﾙ

対象
受注現場

届出書
ﾏﾆﾌｪｽﾄ確認

○ ○

自動車ﾘｻｲｸﾙ法
使用済み自動車の引き渡し業者への
引き渡し義務 車両

※全車両ﾘｰｽの為
　該当無し

○ −

家電ﾘｻｲｸﾙ法
廃家電の販売店への引き渡しと
ﾘｻｲｸﾙ料金等の支払 冷蔵庫等 使用継続の有無 ○ ○

事業所AC 点検記録 ○ ○

埼玉県生活環境保全条例 車両 ｱｲﾄﾞﾘﾝｸﾞｽﾄｯﾌﾟ等 ○ −

騒音規制法
対象

受注現場
（該当なし） ○ −

振動規制法
対象

受注現場
（該当なし） ○ −

労働安全衛生法(粉じん障害防止規則)
対象

受注現場
（該当なし） ○ −

注1)車両については全てリース契約となります。

注2)PC・複合機についてはリース契約となります。（PCについては㈱ヤマト情報システム部より貸与、5年毎に更新、同部にて返却）

注3)その他、騒音規制法・振動規制法・労働安全衛生法（粉じん障害防止規則）に該当するものはございません。

※環境関連法規等への違反はなく、関係当局からの違反等の指摘及び訴訟もありません。

公
害

ﾌﾛﾝ類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律
(ﾌﾛﾝ排出抑制法)

環境関連法規制等取りまとめ表（遵守評価記録）

廃
棄
物
・
リ
サ
イ
ク
ル

廃棄物の処理及び清掃
に関する法律
(廃棄物処理法)

建設産廃
一般廃棄物



実施日　2023.09.01

実施者　代表取締役　

 （１）全体の確認・評価

事項 報告内容 代表者の評価

(1)環境経営目標の達成状況

前年比で、電気使用量については-
7.8%、ｶﾞｿﾘﾝ使用量については-
7.1％、温室効果ｶﾞｽ排出抑制として-
7.2％を達成。
ｶﾞｿﾘﾝ使用量については施工現場数及
び現場までの距離により大きく変動
するが、ｱｲﾄﾞﾘﾝｸﾞｽﾄｯﾌﾟ、ｴｺﾄﾞﾗｲﾌﾞ10
の実施等、燃費向上の為の基本的な
事柄については継続実施、役立つ新
たな情報の発信を行っていく。

電気使用量、ｶﾞｿﾘﾝ使用量が共に
目標値より大きくｸﾘｱしている事
は良い結果である。引き続き継続
すること。
昨今の情勢により、電気料金、ｶﾞ
ｿﾘﾝ単価の価格高騰が激しい。ｺｽﾄ
意識を持って業務にあたること。

(2)環境経営計画の実施
　 及び運用結果

女性のｸｰﾙﾋﾞｽﾞ化を実施し、制服以外
の衣類を着用を可能とした。紙ｺｯﾌﾟ
等の使い捨て消耗品類についてはｺﾛﾅ
ｳｨﾙｽ感染症拡大防止対策として必要
に応じて購入。

快適な環境で業務をすることは生
産性を上げる大きな要因である。
その他工夫、改良できる部分につ
いては適宜受け付け、検討をす
る。

(3)環境関連法規等の
　 遵守状況

産業廃棄物管理票交付等状況報告書
については、各所管に提出済。

法律の改正状況には注意して、法
遵守の徹底を図ること。

(4)外部からの苦情や要望 該当なし
苦情・要望があった際は報告の
上、迅速に対応を進める事。

(5)前回の指示事項への
 　取組結果

なし −

(6)その他 特になし −

項目 変更の必要性 指示事項等

１．環境方針 変更の必要なし −

２．環境目標 変更の必要なし −

３．環境活動 変更の必要なし −

４．実施体制 変更の必要なし −

５．その他 特になし −

代表者による全体の評価と見直し/指示

 （２）代表者による環境方針等の変更の必要性ならびに指示事項

※年1回に実施、報告者は環境管理責任者


